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障がいのある方が、夜間や休日、共同生活を行

う住居です。入浴、排せつまたは食事の介護、生

活等に関する相談や日常生活上の援助を行いま

す。 

■対 象 

共同生活援助のサービスの支給決定を受けてい

る方 

(例) 

・ 入所施設を退所して、いきなり単身生活をす
るのに不安があるので、一定の支援を受けな

がら地域の中で暮らしたい方 

・ 一定の介護が必要であるが、施設ではなく、
地域で暮らしたい方 

■種 類 

・ 滞在型グループホーム 

入居期間に定めのないグループホームです。 

・ 通過型グループホーム（東京都独自の制度） 
グループホームから単身生活への移行を図る

ための支援を行います。入居期間に定めがあ

り、最長で3年間です。 

 

 

 

■費 用 

家賃、食費・光熱水費等 

※ グループホームによって、費用の内容・金額
は異なります。 

※ 世帯区分が生活保護または低所得の方は、
家賃の実費負担が月1万円軽減されます。 

■手 続 き  

サービスの申請から利用までの流れについては、

１２～１３ページに掲載しています。 

■施 設 

区内のグループホームの一覧は、１４８ページに

掲載しています。（区外のグループホームにも入

居できます。） 

■問い合わせ先 

[サービスの内容、利用申請について] 

○ 障がい者福祉課 知的福祉係 

電話 3463-１９７８  FAX 5458-4935 

○ 障がい者福祉課 精神福祉係 

電話 3463-１９０５  FAX 5458-4935 

○ 障がい者福祉課 身体福祉係 

電話 3463-１９37  FAX 5458-4935 

[グループホームの空き状況について] 

各グループホームにお問い合わせください。 

 

 

 

障害者総合支援法に基づく共同生活援助の支給

決定を受け、知的障害者グループホームに入居

されている方で、所得が一定金額未満の場合に、

その家賃を助成しています。 

■対 象 

渋谷区から共同生活援助のサービスの支給決定

を受けており、知的障害者グループホーム等に

入居されている方 

■支給方法 

四半期ごとに支払います。 

■助 成 額 

所得等により、助成額が変わります。 

詳しくは、お問い合わせください。 

■問い合わせ先 

障がい者福祉課 知的福祉係 

電話 3463-1978  FAX 5458-4935 

住 ま い 

知的障害者グループホーム入居者家賃助成 

グループホーム（共同生活援助）【障害者総合支援法の障害福祉サービス】 
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都営住宅に申し込むとき、申込みの機会や当選率が一般の方より優遇されます。（所得制限有） 

種 別 募集時期 優 遇 内 容 

一般世帯向

住宅 

（優遇抽選） 

5月、11月 

（予定） 

募集方法 抽 選 （一般の方より有利な当選率で受けられる場合があります。） 

優遇対象 

申込者本人または同居親族が次のいずれかに該当する方 

① 身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳のう
ちのいずれかをお持ちの方 

② 戦傷病者手帳恩給法別表第1号表ノ3の第1款症以上をお

持ちの方 

③ 難病患者の方 

④ 原爆被爆者健康手帳をお持ちの方 

心身障害者

世帯向住宅
（ポイント方式） 

8月、2月 

（予定） 

募集方法 抽選をしないで、住宅困窮度の高い順に住宅をあっせんします。 

申込対象 

都内に引き続き3年以上居住している18歳以上の方で、申込

者本人または同居親族が次のいずれかの手帳をお持ちの方 

① 身体障害者手帳1～4級 

② 愛の手帳1～3度 

③ 精神障害者保健福祉手帳1・2級 

④ 戦傷病者手帳恩給法別表第1号表ノ3の第1款症以上 

車いす使用者

世帯向住宅 

（ポイント方式） 

8月、2月 

（予定） 

募集方法 抽選をしないで、住宅困窮度の高い順に住宅をあっせんします。 

申込対象 

都内に居住している18歳以上の方で、申込者本人または6歳

以上の同居親族が身体障がいにより車いすを使用しており、次

のいずれかの手帳をお持ちの方 

① 身体障害者手帳1・2級 

② 戦傷病者手帳恩給法別表第1号表ノ2の第1項症以上 

単身者車いす

使用者住宅 

（抽選） 

8月、2月 

（予定） 

募集方法 抽 選 

申込対象 

都内に引き続き3年以上居住している18歳以上の車いす使用

者で、次のいずれかの手帳をお持ちの方（※） 

① 身体障害者手帳1･2級 

② 戦傷病者手帳恩給法別表第1号表ノ2の第1項症以上 

あき家単身

者向住宅 

（抽選） 

5月、8月、 

11月、2月 

(予定) 

募集方法 抽 選 

申込対象 

都内に引き続き3年以上居住している18歳以上の方で、次の

いずれかの手帳をお持ちの方（※） 

① 身体障害者手帳1～4級 

② 愛の手帳1～4度 

③ 精神障害者保健福祉手帳1～3級 

※ 身体上または精神上著しい障がいがあるため、常時の介護を必要とする方の場合、その心身の状
況に応じた介護を受けられることが必要です。 

■問い合わせ先 

○ JKK（東京都住宅供給公社） 都営住宅募集センター  電話 3498-8894 

○ 渋谷区営住宅等窓口  電話 3463-3552 

 

都営住宅の申込み 
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■募 集  あき家が発生するごとに行います。 

■住宅の種類  身体障がい者住宅 （家族向け・単身向け）、車いす使用者住宅（家族向け・単身向け） 

■対 象  次の1、2の要件に該当する方 

１ 身体障害者手帳１～4級、または戦傷病者手帳恩給法別表第1号表ノ3の第1款症以上をお持ちの

方で、次の①～⑦のすべてに該当する方 

① 渋谷区に引き続き2年以上居住している方 

② 18歳以上の方 

③ 住民税を滞納していない方 

④ 所得が基準内である方 

⑤ 住宅に困っている方 

⑥ 独立して日常生活を営むことができる方 

（身体上著しい障がいがあるため常時の介護を

必要とする場合は、その身体の状況に応じた

介護が受けられる方） 

⑦ 暴力団員でない方 

２ 住宅の種類により、次の要件があります。 

住宅の種類 要 件 

家族向け 申込者本人または家族が上記の障害者手帳をお持ちであること。 

単身向け 申込者本人が上記の障害者手帳をお持ちであること。 

車いす使用者 上記要件のほか常時、車いすを必要としている方がいる世帯であること。 

■問い合わせ先  渋谷区営住宅等窓口  電話 3463-3552 

 

 

１ 新築のＵＲ賃貸住宅（抽選）に申し込む場合 

申込本人または同居する親族が、次のいずれか

に該当する場合、当選率が「普通」区分の20倍

に優遇されます。 

■対 象  次のいずれかに該当する方 

① 身体障害者手帳１～４級の交付を受けてい
る方 

② 愛の手帳または精神障害者保健福祉手帳の
交付を受けている重度の障がいのある方で、

常時介護を要する方 

③ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神
科医等から、重度の知的障がいまたはこれ

と同程度の精神障がいがあると判定されて

いる方で、常時介護を要する方 

 

 

２ 既存のＵＲ賃貸住宅（先着順）に申し込む場合 

入居時に、敷金（２か月分の家賃）以外の礼金、

手数料、更新料、保証人を用意する必要があり

ません。ほとんどの住宅は、無抽選、先着順で入

居可能です。 

■申込資格等の問い合わせ先 

○ ＵＲ都市機構 東日本賃貸住宅本部 

電 話 0120-411-363（フリーダイヤル）、 

 3347-4375 

定休日 年末年始 

ホームページ 

https://www.ur-net.go.jp/chintai/ 

○ ＵＲ渋谷営業センター 

〒150-0043 道玄坂1-3-3 楠本ビル6階 

電 話 3780-7811 

定休日 水曜日、年末年始 

 

ＵＲ賃貸住宅の申込み 

区営住宅の申込み 
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抽選優遇対象世帯等とその親族世帯の双方が、

同一団地またはおおむね半径２ｋｍ以内に存す

る団地、もしくはＵＲが指定するエリア内に居住

する場合に、近居割対象団地に新たにご入居い

ただく世帯の家賃を５％減額します。 

（入居後最長５年間） 

■対 象 

UR賃貸住宅の申込み（101ページ）で抽選優遇

対象となる障がい者世帯 

■問い合わせ先 

ＵＲ賃貸住宅の申込み（101ページ）の問い合わ

せ先と同じ 

 

 

 

重度の身体障がいのある方の自宅の段差の解

消、手すりの設置等に要する費用を支給します。

詳しくは57ページに掲載しています。 

■問い合わせ先 

障がい者福祉課 身体福祉係 

電話 3463-1937  FAX 5458-4935 

 

 

 

取り壊しなどで立ち退きを求められ、住み替え

る必要がある世帯に、家賃の差額の一部を補助

します。 

■対 象 

身体障害者手帳1～4級、愛の手帳1～3度、精

神障害者保健福祉手帳1・2級のいずれかをお持

ちの方がいる世帯で、次のすべてに該当する方 

① 渋谷区に引き続き2年以上居住している方 

② 区内の民間賃貸住宅に居住し、取り壊しなど
により立ち退きを求められ、区内の民間賃貸

住宅に住み替える必要がある方 

③ 住み替え後の住宅の規模が原則として基準
を超えるもの 

④ 住民税を滞納していない方 

⑤ 生活保護等を受けていない方 

⑥ 前年の世帯の総収入額が基準額以下 

■問い合わせ先 

住宅政策課 居住支援係 （区役所本庁舎12階） 

電話 3463-1848  FAX 5458-4947 

Eメール sec-jutakukanri@shibuya.tokyo 

 

 

 

 

区内で住み替え先を探している障がい者世帯に、

入居支援に協力する不動産店をご案内します。 

また、アパートを契約する際の保証人が確保で

きない場合は、区と協定を結んだ民間の保証会

社を紹介し、初回保証料の一部を補助します。

（所得制限等あり） 

 

 

 

■対 象 

次のいずれかの手帳をお持ちの方がいる世帯 

・ 身体障害者手帳1～4級 

・ 愛の手帳1～3度 

・ 精神障害者保健福祉手帳1・2級 

■問い合わせ先 

住宅政策課 居住支援係 （区役所本庁舎12階） 

電話 3463-1848  FAX 5458-4947 

Eメール sec-jutakukanri@shibuya.tokyo 

住み替え家賃補助 

不動産店の紹介 

ＵＲ賃貸住宅の近居割 

住宅設備改善費の助成 
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民間賃貸住宅への入居が困難な障がい者等の

住宅確保要配慮者の円滑な入居を図るため、居

住支援法人、宅地建物取引業者、賃貸住宅管理

事業者等と情報共有するとともに、必要かつ効

果的な支援策等について協議を行います。 

居住支援協議会を中心として、住宅確保要配慮

者向けの情報発信や住宅相談窓口の設置、不動

産オーナー等関係者向けのセミナー開催などの

活動を実施します。（2022年度設置予定） 

■問い合わせ先 

住宅政策課 居住支援係 （区役所本庁舎12階） 

電話 3463-1848  FAX 5458-4947 

 

 

 

区が協定を結んでいる建築業者団体に登録して

いる区内の施工業者による住宅簡易改修工事

費の一部を助成します。 

■対象住宅 

区内の住宅(店舗などと兼用の場合は住宅部分、

共同住宅の場合は専用部分が対象) 

■申請資格 

① 区に住民登録があり、対象住宅に居住して
いること。 

② 対象住宅の所有者、所有者の配偶者、親また
は子であること。 

※ この他にも条件があります。工事の前にお問
い合わせください。 

■助成金額 

消費税を除く5万円以上の工事費用の2割 

(千円未満は切捨て) 

■助成上限額 

10万円 

■申 込 先 

東京土建一般労働組合渋谷支部 

「すまいの相談室」  電話 6304-2317 

■問い合わせ先 

住宅政策課 住環境整備係 （区役所本庁舎12階） 

電話 3463-3548  FAX 5458-4947 

Eメール sec-jutakussk@shibuya.tokyo 

 

 

 

住居の移転に際し必要な経費、賃貸契約の更新

に伴う経費、住宅の増改築や補修等に必要な経

費として一定の資金を必要とするときに、保証

人有なら無利子、無なら年1.5％で資金を貸し

付けます。詳しくは61ページに掲載しています。 

■問い合わせ先 

渋谷区社会福祉協議会 地域福祉課 地域福祉係 

〒150-8010 宇田川町1-1 区役所本庁舎2階 

電話 5457-2200  ＦＡＸ 3476-4904

 

 

地震や火災から身を守るためには、まず、住まい

を安全な空間にすることが大切です。区では、災

害時の備えを万全なものにするために、次の事

業を行っていますので、ご活用ください。 

 

・ 救急通報システムの設置 65ページ 

・ 耐震に関するご相談 133ページ 

・ 家具の転倒防止 134ページ 

・ 住宅用火災警報器の設置 136ページ 

住宅簡易改修支援事業 

生活福祉資金の貸付（住まい） 

渋谷区居住支援協議会 

住まいの安全を確保するために 


